金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付要綱


（趣旨）
第１　この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）に規定する介護サービス事業所及び老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に規定する老人福祉施設（以下「事業所」という。）で介護に従事する人材の確保及び就職した事業所への定着を図るため、修学するに当たり借り入れた奨学金を返還する者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、金ケ崎町補助金交付規則（昭和４２年金ケ崎町規則第２０号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）奨学金　返還義務のあるものであって町長が認めたもの
（２）事業所　法に規定する指定居宅サービス事業を行う事業所、指定地域密着型サービス事業を行う事業所、指定介護老人福祉施設、指定介護老人保健施設、指定介護予防サービス事業を行う事業所、指定地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所、又は老人福祉法に規定する養護老人ホームのいずれかに該当し、かつ町内に所在するもの
（３）町税等　町民税、固定資産税、国民健康保険税、軽自動車税、上下水道使用料、保育料及び学校給食費をいう。
（交付対象者）
第３　補助金の交付対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当する者とする。
（１）奨学金を自ら返還している者
（２）平成３０年４月１日から令和６年３月３１日までに事業所に新たに雇用され、補助金の交付申請時に正職員である者
（３）補助金の交付申請日において勤務する事業所に、同日の属する年度の３月末日まで継続して勤務する者で、同年度の翌年度以降も当該事業所に継続して勤務する意思を有する者

（４）介護福祉士、社会福祉士、保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は栄養士のいずれかの資格を取得している者若しくは介護職員初任者研修を修了している者又は補助金の交付決定日から起算して１年以内に介護職員初任者研修を修了する予定の者
（５）町税等を滞納していない者

（６）金ケ崎町暴力団排除条例（平成２４年金ケ崎町条例第１３号）第２条第１項第３号に規定する暴力団員等でないこと。

（７）補助金の交付申請日において、この要綱による補助金の交付対象期間が６０月未満である者

（８）奨学金を対象とした他の制度による補助金の交付を受けていない者かつ受ける予定がない者

（補助金の交付対象期間）
第４　補助金の交付対象期間は、補助金の交付申請日が属する月から同日の属する年度の３月まで（過去にこの要綱による補助金の交付を受けた者にあっては、同月又は交付対象期間が６０月に達する月のいずれか早い月まで）とする。
（補助金の額）
第５　補助金の額は、交付対象者が当該年度に返還すべき金額の範囲内とし、１４４，０００円を限度とする。
２　前項に規定する補助金の交付に係る申請、交付決定、請求等の手続きは、年度ごとに行うものとし、連続する５年分を限度とする。
（補助金の交付申請）
第６　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる書類を添えて、町長が別に定める期日までに、金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付（変更）申請書（様式第１号）を町長に提出しなければならない。
（１）奨学金の貸与を受けたことが分かる書類
（２）奨学金の返還金額及び返還期間が分かる書類
（３）第３第４号に規定する要件を満たしていることを確認できる書類（介護職員初任者研修を受講する予定の者は介護職員初任者研修受講誓約書（様式第２号））
（４）その他町長が必要と認める書類
（補助金の交付決定）
第７　町長は、第６の規定により補助金の交付申請があったときは、その内容を審査し、金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付（変更）・不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。

（実績報告及び請求）
第８　補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、交付対象期間において返還すべき奨学金を返還した後、町長が別に定める期日までに、次に掲げる書類を添えて、金ケ崎町介護人材確保対策奨学金実績報告書兼請求書（様式第４号）を町長に提出しなければならない。
（１）奨学金を貸し付けた機関が発行する当該奨学金の返還を証明する書類又は当該奨学金の返還の事実を証明する書類
（２）就労証明書（様式第５号）

２　介護職員初任者研修受講誓約書（様式第２号）の提出により、第３第４号に規定する要件を満たしている者は、前項の規定にかかわらず研修修了後速やかに当該研修を修了したことが確認できる書類を町長に提出しなければならない。
３　町長は、第１項の規定による補助金の請求があったときは、その内容を審査し、これを適当と認めるときは、当該請求があった日から３０日以内に補助金を交付するものとする。
（交付決定の取消し）
第９　町長は、交付決定者が次のいずれかに該当したときは、補助金の交付決定を取り消すことができる。
（１）介護職員初任者研修を修了する予定で補助金の交付を受けた者が、補助金の交付決定日から起算して１年以内に当該研修を修了できなかったとき。
（２）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
（３）奨学金の返還猶予又は免除を受けたとき。
（４）その他町長が不適当と認める事由が生じたとき。
２　町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付決定取消通知書（様式第６号）により通知するものとする。

（補助金の返還）
第１０　町長は、第９の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
（補則）
第１１　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に必要な事項は、町長が別に定める。
　　
様式第１号（第６関係）

　　年　月　日

金ケ崎町長　　様

　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　

勤務する施設の名称 　　　　　　　　　　　　　　

金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付（変更）申請書

金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付要綱第６の規定により、　年度における補助金の交付（変更）を下記のとおり申請します。

また、助成金の交付決定にあたり、私に係る町税等の納付状況について、町が職権で調査することに同意します。
記
１　補助金申請額　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

２　奨学金返還計画
	返還月
	返還額
	返還月
	返還額
	返還月
	返還額

	４月
	円
	８月
	円
	12月
	円

	５月
	円
	９月
	円
	１月
	円

	６月
	円
	10月
	円
	２月
	円

	７月
	円
	11月
	円
	３月
	円

	４～３月合計
	円


３　補助金の受給の状況

(1) 本申請以前におけるこの補助金の受給の有無（あり・なし）
→ありの場合は期間【　　　　年　　　　月～　　　　年　　　　月】

(2) この制度以外の奨学金を対象とした類似の補助金の受給の有無（あり・なし）

４　意思確認

□　私は、この補助金の交付申請日において勤務している事業所に、翌年度以降も引き続き勤務する意思を有しています。
５　添付書類
(1) 奨学金を貸し付けた機関が発行する当該奨学金の貸与を証明する書類（返還金額及び返還期間が確認できるもの）
(2) 第３第４号に規定する要件を満たしていることを確認できる書類（介護職員初任者研修受講予定の場合は、介護職員初任者研修受講誓約書（様式第２号）
(3) その他町長が必要と認める書類
様式第２号（第６関係）
　　　年　月　日
金ケ崎町長　様
申請者　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　
介護職員初任者研修受講誓約書
金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付申請をするにあたり、この補助金の交付決定日から起算して１年以内の日までに介護職員初任者研修を受講し修了することを誓約します。
　また、上記期日までに介護職員初任者研修を修了しない場合で、金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付要綱第１０の規定に基づき町から補助金の返還請求があった場合は、町の求める期日まで返還請求額の全額を支払うことを誓約します。
様式第３号（第７関係）

第　　　　　号

年　　月　　日

様

金ケ崎町長　　　　　　　　　印　　

金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付（変更）・不交付決定通知書

　　　　年　月　日付けで交付申請のあった金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金について、金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付要綱第７の規定により、下記のとおり決定したので通知します。

記

	１　決定内容

　　（不交付の場合は理由）
	　

交付　・　交付変更　・　不交付

　（不交付の理由）

　　

	２　対象年度及び対象期間
	　　　　　年度

　　月から　　月まで（　　月）

※前年度以前からの交付対象期間計　　月

	３　交付決定額

（交付変更決定の場合は変更前の額）
	　　　　　　　　　円

　（変更前の額）

　　　　　　　　　円


様式第４号（第８関係）

　　　　　年　月　日

金ケ崎町長　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　請求者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　㊞　 　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金実績報告書兼請求書（　　年度）
　金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金付要綱第８第１項の規定により、　　　年　月　日付け　第　号で交付決定通知のあった補助金について、下記のとおり請求します。
記

１　請求金額　　　金　　　　　　　　　円

２　奨学金返還実績額　

	返還月
	返還額
	返還月
	返還額
	返還月
	返還額

	４月
	円
	８月
	円
	12月
	円

	５月
	円
	９月
	円
	１月
	円

	６月
	円
	10月
	円
	２月
	円

	７月
	円
	11月
	円
	３月
	円

	４～３月合計
	円


３　意思確認

□　私は、この補助金の交付申請日から現在まで勤務している事業所に、翌年度以降も引き続き勤務する意思を有しています。
４　振込先

	金融機関名
	
	本店

支店

	振込口座
	種目
	１普通　２当座
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	
	（フリガナ）

	
	（名義人氏名）


５　添付書類

(1) 奨学金を貸し付けた機関が発行する当該奨学金の返還を証明する書類又は当該奨学金の返還の事実を証明する書類

(2) 就労証明書（様式第５号）

様式第５号（第８関係）
　就　労　証　明　書
	就労者氏名
	
	生年月日
	年　　月　　日

	就労者住所
	

	採用年月日
	年　　月　　日
	資格取得
（登録）
年月日
	年　　月　　日

	職　　名
	

	勤務場所
	（事業所名）
（所 在 地）

	雇用契約期間
	　期限なし

	勤務形態
	　正社員


金ケ崎町長　様
雇用者の就労内容について、以上のとおり証明します。
年　月　日
事業主
所在地　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第６号（第９関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
　　　　　　　　
　様
　　　　　　　金ケ崎町長　　　　　　　　　　　印
金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付決定取消通知書
　　　年　月　日付けで交付を決定した金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金については、下記により交付決定を取り消します。
ついては、金ケ崎町介護人材確保対策奨学金返還補助金交付要綱第１０の規定により、下記２の金額の返還を命じます。
記
１　取　消　理　由
２　返 還 命 令 額　　　　　金　　　　　　　　　円
３　返  還  期  限　　　　　年　　　　月　　　　日
４　備 　　   考
　　　　　　　　　　　　　　　
㊞












